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インドで動き出す｢ガンジス川浄化大作戦｣
最大の人災である水問題を解決できるか

インド西部アーメダバードの水スタンドで容器に水を入れる子供たち（写真：ロイター/アフロ）

インドにおける20世紀最大の人災を挙げるとすれば、それは水問題でしょう。イン
ドの水危機は人が起こしたものだからです。

インドは水資源が乏しい国ではありません。世界的にみれば豊富な雨量に恵まれて
いるのですが、なぜかインドは水不足に見舞われています。貴重さにおいて水は金
（きん）に匹敵すると言っても過言ではないでしょう。さらに今後、人口増加とライ
フスタイルの変化が進めば水資源はいっそう逼迫するでしょう。インドは早急に適切
な対策をとらなければ、近い将来、水の安全保障で深刻な問題に直面することになり
ます。

雨水貯水量はわずか30日分
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インドは1年のうち５～６カ月は降雨に恵まれるので、極端に乾燥しているという
わけではありません。年平均降水量はラジャスタン州の砂漠地帯のように100ミリメ
ートルにとどまる地域もありますが、一方でメガラヤ州チェラプンジのような世界で
も最高水準の多雨都市もあり、全国で平均すれば約1100ミリメートルもあります。
ちなみに日本は約1700ミリメートルです。

ところがインドは、ダムや貯水池の利点について無頓着だったため、インフラが整
備されず、雨水の有効利用ができていません。先進国では乾燥地域の河川流域でも約
900日分を蓄えているのに、インドの雨水貯水量はわずか30日分にとどまります。

また、貯水の不足に加え、インドには水危機に繋がる要因が複数あります。まず、
インドは農業国であり、湛水灌漑の約70％が農業用水として消費されています。さ
らに、インドでは工業排水を管理する適切な施策がないために、その多くは川に廃棄
されています。このためインドの14の主要河川とその流域は重度に汚染され、地下
水も汚染されているのです。ガンジス河はヒンドゥー教徒にとっては宗教的にきわめ
て神聖な川ですが、インド全人口の約４割に水を供給するという重要な役割も担って
います。しかし、ガンジスの水の80％は汚染されているのです。

モディがガンジス川流域から出馬したワケ

ナレンドラ・モディ首相は総選挙で、ガンジス川の流れるバラナシを選挙区に選び
ました。グジャラート州で州首相として成功を収めた彼なら、地元を選挙区とすれば
難なく勝てるはずなのに、なぜバラナシに出馬したのか。インド人もびっくりしまし
た。しかし、彼には長年温めてきた一大目標があったのです。ヒンドゥー教徒にとっ
て最も聖なる川であるガンジスの浄化です。

モディ首相はガンジス川の浄化を公約し、ある演説では、インドをきれいにするミ
ッションをバラナシから、つまりガンジス川の浄化から始めると述べました。河川の
浄化政策はこれまでにも数多く実行されてきましたが、汚職や管理不足といった原因
で思わしい成果を上げられていません。モディ新政権が７月上旬に発表した国家予算
案では、ガンジスプロジェクトに203億7000万ルピーが割り当てられました。

ガンジス川の浄化以外にも、新政権は河川の連結を目玉政策として挙げています。
河川の連結は、水の豊富な土地から水の欠乏している土地に供給する広域導水です。
インドの全国河川連結プロジェクトが実現すれば、30の河川が連結され、3000の貯
水施設、1万5000キロにおよぶ運河網、8700万エーカーの灌漑地ができ、3000の
村と72の町に飲み水が行き渡ります。

モディ首相の水政策は海外企業の関心を集めています。水の技術と管理で世界のト
ップを走るイスラエルとデンマークは、この国家プロジェクトへの参画意欲を示して
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います。この分野では技術力を誇る日本企業にとっても、大きなビジネスチャンスと
なるのではないでしょうか。


